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市民満足度調査(行政サービスに
対する満足度）

増加

成果 上げる

目指す姿の実現に向け、市民満足度調査により課題の抽出を行い、市民の意見を反映した施策
の展開、行政改革等を実行する。

成果指標と目標値
を設定した理由

行政サービスに対する満足度の値を増やすことにより、市民サービスに対する意識の向上、啓
発が図られるため。

平成31年度の
実施方針

重点的に実施 活動量 増やす コスト 維持する

成果 －

目標

成果 75.8 ％ 69.1 ％ －

目標 80.0 ％ 80.0 ％ 80.0 ％

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 238,387,939 248,135,320 214,561,320

市民１人当たりコスト 円 5,520 5,801

人件費　Ｂ 円 11,866,160 12,739,320 12,739,320

5,015

成果指標　アウトカム 方向 平成29年度 平成30年度 平成31年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト Ｈ31は予算額 一般財源 円 33,003,944 5,319,000 9,271,000

市債 円

その他特定財源 円 193,517,835 230,077,000

正規職員数 人 1.84 1.98 1.98

県支出金 円

決算（見込）額　Ａ 円 226,521,779 235,396,000 －

財源内訳

国庫支出金 円

192,551,000

補正予算 円 －

合計 円 285,707,000 235,396,000

項　　目 単位 平成29年度 平成30年度

中野市政策研究所活動 研究報告書

平成31年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

市民
市民一人一人が主役であることを自覚し、互いが連携し、行政と地域
が一体となって豊かな生活を実感する。

現状・課題

予算額

当初予算 円 285,707,000 235,396,000 201,822,000

201,822,000

市民ニーズに応じたきめの細かい対応、本市の持ち味を活かした施策・事業の展開が必要であり、
選択的、効果的に取り組む行政システム（行政事務サイクル）が必要である。

市が行う理由
及びその根拠

任意的自治事務 地方自治法、第2次中野市総合計画

事務事業概要
市民と行政の役割分担の中で、住民自治を確立し、自主的な活動や交流・連携により、様々な取組
に挑戦し、地域の活性化と福祉の向上を実現する。

平成31年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

市民満足度調査の実施 調査実施、結果分析

行政改革推進委員会の開催 ５回

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ２款 総務費 計上

項 １項

目指す姿

目 10目 政策費 合併前

政策 07 持続可能な財政運営の推進 係 政策推進係
総合
計画
体系

基本政策 6 市民参加と協働のまちづくり 課・室 政策情報課

施策 01 戦略的な行政経営の推進 内線電話 216・401

総務管理費 実施期間

事務事業名 政策推進事業
目標設定日 平成31年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（平成31年度目標設定） 事務事業№ 010301

総務部



行政改革推進委員会

活動内容 ４月 ５月 ６月

中野市政策研究所

行政改革に関する事務

平成31年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

市民満足度調査

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

総務部

課・室 政策情報課

係 政策推進係

事務事業名 政策推進事業

部・局

集中改革プランの実行 

▼H29年度実績報告 
▼H30年度中間点検 

H31年度目標設定▼ 

▼第1回行政改革推進委員会 

▼第2回行政改革推進委員会 

第4回行政改革推進委員会▼ 

▼第3回行政改革推進委員会 

▼配布 
▼回収 

集計・分析、対応策検討 

▼公表 

研究成果報告▼ 
政策研究 

第5回行政改革推進委員会▼ 


